
防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画

（平成30年12月更新）



○平成２８年１２月 ・「防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画」を公表。
・平成３１年度までのＷｉ－Ｆｉ環境の整備目標数として、約３万箇所を設定。

○平成29年４月～ ・各地方公共団体等において、「整備計画」に基づき、Wi-Fi環境の整備を推進。

○平成２９年１０月 ・「整備計画」の進捗状況を把握するために地方公共団体への調査を実施。
・その際、避難所等におけるＷｉ－Ｆｉ環境について、避難距離や時間を考慮
した整備の必要性を改めて周知し、整備箇所の均てん化や見直しを実施。

○平成３０年１月 ・ 「整備計画」の更新を公表。

防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画

「日本再興戦略２０１６」（平成28年６月２日閣議決定）及び「世界最先端 IT国家創造宣言」
（平成28年５月20日閣議決定）※に基づいて、平成28年12月に策定した「防災等に資するＷｉ－Ｆｉ
環境の整備計画」（以下「整備計画」という。）について、地方公共団体に対する直近の調査結果を
踏まえ、更新する。

※ 「日本再興戦略2016」（平成28年６月２日閣議決定）及び「世界最先端IT国家創造宣言」（平成28年５月20日閣議決定）抄
外国人旅行者等が観光・災害時にも利用しやすいWi-Fi環境を実現するため、2020年までに主要な観光・防災拠点にお

ける重点整備箇所（避難所・避難場所に指定された学校等を含む（推計29,000箇所（※１）））について、国が本年中に作成
する整備計画（※２）に基づき、無料Wi-Fi環境の整備を推進する。
（※１ 箇所数は今後更に精査） （※２ 今後、毎年度改定を予定）

更新の経緯と概要

p.１○平成30年１2月 ・ 「整備計画」の更新を公表。



防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備計画

防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備について、

① 災害発生以降、災害の危険性がなくなるまで滞在し避難生活を送る避難所・避難場所
② 被災場所として想定され、災害対応の強化が望まれる公的な拠点

などにおいて、整備箇所数、整備時期などを示す「整備計画」に基づき整備を着実に実施する
ことで、災害時の必要な情報伝達手段を確保する。なお、平時においては、観光関連情報の収集、
教育での活用などにより利便性の向上を図る。

平成３１年度までの整備目標数※として、約３万箇所（整備済みを含む。）を設定。
※ 国による支援を活用した整備、地方財政措置を活用した整備、自主的な整備等の箇所数

【内訳】
• 避難所・避難場所（学校、市民センター、公民館等）のうち、地域の面積・人口などを勘案して設定

⇒ 【約2.2万箇所】
• 官公署のうち、地方公共団体本庁舎及び主要な支庁舎の数を勘案して設定

⇒ 【約0.4万箇所】
• 地方公共団体が運営する拠点の数を勘案して設定（博物館、文化財、自然・都市公園、案内所）

⇒ 【約0.4万箇所】

1. 「整備計画」の主旨

2. 整備目標数（３か年）

p.２



ア． 都道府県や、協議会（地方公共団体や民間事業者等により構成）等において、官民の役割
分担を十分調整した上で、地方公共団体等が主体となって整備を実施。

イ． その際、財政力指数が０．８（３か年の平均値）以下又は条件不利地域※１の団体について、
事業効果の観点から整備が進みにくい箇所から優先して、国による支援（公衆無線LAN環境
整備支援事業※２）を実施。
※１ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯
※２ 補助率は１／２（財政力指数が0.4以下かつ条件不利地域の市町村については２／３補助）

ウ． 上記イ以外の団体においても、地方財政措置を活用した整備や民間事業者等と協調した
自主的な整備等により、整備の推進を図る。

「整備計画」は、各年度、その進捗状況を把握し更新する。

① 防災拠点（避難所・避難場所に指定された学校、市民
センター、公民館等、官公署）

② 被災場所として想定され、災害対応の強化が望まれる
公的な拠点（博物館、文化財、自然・都市公園、案内所）

 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の４
第１項の規定により指定された避難場所

 災害対策基本法第４９条の７第１項の規定により指定され
た避難所

 地方公共団体本庁舎及び主要な支庁舎 等

 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する
博物館

 文化財保護法（昭和２５年法律第２０４号）第２７条第１項の規
定により指定された重要文化財のうち有形文化財

 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第１項に規定す
る自然公園内に設置される施設

 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項第２号に規
定する公園又は緑地

 地方公共団体が設置又は運営する観光案内所 等

3. 「整備計画」の対象範囲（主なもの）

4. 「整備計画」に基づく整備の実施

5. 「整備計画」の更新

p.３



防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備状況・整備予定

重点整備箇所数
（2020年までに整備
予定の推計値）

「日本再興戦略２０１６」

推計２．９万箇所

整備予定

約６，０００箇所

約２．４万箇所

整備予定別内訳
総計 約３万箇所

（地方公共団体への調査結果） ①防災拠点
・避難所・避難場所

（学校、市民センター、公民館等）
・官公署

約５，６００箇所

②被災場所として想定される公的拠点
・博物館
・自然公園、都市公園
・文化財
・観光案内所

約４００箇所

【支援施策】

• 公衆無線LAN環境整備支援事業

• 地方財政措置を活用した整備 等

整備済み

p.４

 地方公共団体への調査の結果（平成30年10月1日時点）、約２．4万箇所が整備済みとなった。
（整備済み率80％）※ 平成29年10月調査時点で、整備予定は約9,000箇所で、整備済みは約2.1万箇所。

 今後、残りの約6,000箇所について、「整備計画」に基づき、Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備を推進。
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防災等に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備の進め方

【３か年の整備イメージ】
（整備率）

平成29年度 平成30年度

目標
約３万箇所

２９年度
（実績）

2,860箇所

整備予定
約6,000箇所

100%

p.５

３０年度
（実績）

3,100箇所 80%

69%

60%

平成31年度

 各地方公共団体への直近の調査結果では、平成31年度までに約3.2万を超える箇所について整備意向
が示されているが、平成29・30年度における新規の整備状況等を踏まえ、全国における平成31年度まで
の整備目標数は、引き続き、約３万箇所とし、その達成を図る※１。

※１ まずは、約３万箇所の整備目標数の達成を目指すこととし、その後の整備の在り方については、「整備計画」の進捗

状況を踏まえ、必要に応じて検討

 平成30年度は3,100箇所の新規整備にとどまっており、平成31年度においては、平成29・30年度実績を
踏まえ、整備機運が広まることを期し、更なる整備※２の加速化をさせていく。

※２ 国による支援を活用した整備、地方財政措置を活用した整備、自主的な整備 等



参考資料



178 
699 

345 
638 
664 

349 
316 
370 
413 

262 
765 

2,504 
947 

738 
325 

487 
496 

665 
286 
390 

530 
442 

232 
1,446 

43 
158 

146 
109 
153 

189 
132 

215 
78 

111 
186 

245 
892 

545 
172 

137 
439 

349 
140 

157 
116 

135 
207 

255 

221 
857 

491 
747 
817 

538 
448 

585 
491 
373 

951 
2,749 

1,839 
1,283 

497 
624 

935 
1,014 

426 
547 

646 
577 

439 
1,701 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

三重県
愛知県
静岡県
岐阜県
長野県
山梨県
福井県
石川県
富山県
新潟県

神奈川県
東京都
千葉県
埼玉県
群馬県
栃木県
茨城県
福島県
山形県
秋田県
宮城県
岩手県
青森県
北海道

整備済み

整備意向

都道府県別 整備意向数及び整備済み数（グラフ）

※１ 平成30年10月1日現在 ※２ 平成30年度に整備予定の箇所は「整備済み」として計上 p.６
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都道府県別 整備意向数及び整備済み数（詳細）

※１ 平成30年10月1日現在 ※２ 平成30年度に整備予定の箇所は「整備済み」として計上 ※３ 実施率＝整備済み数／（整備済み数＋整備意向数） p.７

都道府県 整備率
合計

（①＋②＋③＋
④）

整備済み 整備意向

防災拠点
（①）

被災場所とし
て想定される
公的拠点
（②）

合計
（①＋②）

防災拠点
（③）

被災場所とし
て想定される
公的拠点
（④）

合計
（③＋
④）

北海道 85.0% 1,206 240 1,446 240 15 255 1,701

青森県 52.8% 175 57 232 190 17 207 439

岩手県 76.6% 356 86 442 127 8 135 577

宮城県 82.0% 441 89 530 107 9 116 646

秋田県 71.3% 332 58 390 150 7 157 547

山形県 67.1% 218 68 286 130 10 140 426

福島県 65.6% 533 132 665 333 16 349 1,014

茨城県 53.0% 440 56 496 423 16 439 935

栃木県 78.0% 419 68 487 128 9 137 624

群馬県 65.4% 242 83 325 160 12 172 497

埼玉県 57.5% 696 42 738 526 19 545 1,283

千葉県 51.5% 838 109 947 833 59 892 1,839

東京都 91.1% 2,364 140 2,504 220 25 245 2,749

神奈川県 80.4% 690 75 765 163 23 186 951

山梨県 64.9% 306 43 349 163 26 189 538

新潟県 70.2% 191 71 262 107 4 111 373

長野県 81.3% 494 170 664 143 10 153 817

富山県 84.1% 333 80 413 70 8 78 491

石川県 63.2% 251 119 370 196 19 215 585

福井県 70.5% 252 64 316 117 15 132 448

岐阜県 85.4% 519 119 638 101 8 109 747

静岡県 70.3% 245 100 345 136 10 146 491

愛知県 81.6% 608 91 699 154 4 158 857

三重県 80.5% 125 53 178 40 3 43 221

都道府県 整備率 合計
（①＋②＋③＋

④）

整備済み 整備意向

防災拠点
（①）

被災場所とし
て想定される
公的拠点
（②）

合計
（①＋②）

防災拠点
（③）

被災場所とし
て想定される
公的拠点
（④）

合計
（③＋
④）

滋賀県 61.0% 321 98 419 258 10 268 687

京都府 94.4% 399 87 486 29 0 29 515

大阪府 69.9% 502 60 562 241 1 242 804

兵庫県 64.8% 439 113 552 297 3 300 852

奈良県 60.5% 264 87 351 177 52 229 580

和歌山県 69.0% 254 85 339 144 8 152 491

鳥取県 84.5% 247 25 272 38 12 50 322

島根県 82.4% 360 100 460 55 43 98 558

岡山県 83.0% 494 81 575 109 9 118 693

広島県 68.8% 372 56 428 191 3 194 622

山口県 87.7% 229 79 308 34 9 43 351

徳島県 93.0% 297 46 343 23 3 26 369

香川県 79.1% 103 37 140 36 1 37 177

愛媛県 84.6% 715 65 780 131 11 142 922

高知県 51.5% 204 38 242 215 13 228 470

福岡県 86.6% 763 106 869 120 14 134 1,003

佐賀県 77.5% 165 52 217 63 0 63 280

長崎県 69.3% 182 100 282 117 8 125 407

熊本県 71.4% 322 89 411 155 10 165 576

大分県 59.9% 102 92 194 124 6 130 324

宮崎県 81.3% 222 61 283 55 10 65 348
鹿児島県 71.7% 454 108 562 199 23 222 784
沖縄県 49.6% 265 69 334 324 15 339 673

合計 73.3% 19,949 3,947 23,896 8,092 616 8,708 32,604



ア 事業主体：財政力指数が０．８以下（３か年の平均値）又は条件不利地域（※）の

普通地方公共団体・第三セクター

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯

イ 対象拠点：最大収容者数や利用者数が一定以下の

①防災拠点：避難所・避難場所（学校、市民センター、公民館等）、官公署

②被災場所と想定され災害対応の強化が望まれる公的拠点：博物館、文化財、自然公園 等

ウ 補助対象：無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備する場合に必要な費用 等

エ 補 助 率：１／２（財政力指数が０．４以下かつ条件不利地域の市町村については２／３）

公衆無線LAN環境整備支援事業

（億円）当初予算額

伝送路設備

制御装置
（センター設備等）

無線アクセス装置
（IEEE802.11ac対応Wi-Fi）

電源装置

イメージ図

○ 防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定され災害対応の強化が
望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備を行う
地方公共団体等に対し、その費用の一部を補助する。

Wi-Fiのメリットとして、災害時には、携帯電話等が輻輳のために利
用できない場合でも、情報収集が可能

ラジオや防災行政無線等の片方向の情報伝達手段と異なり、被災
者のニーズに応じた情報収集が可能

避難所・避難場所 官公署

文化財 観光案内所自然公園・都市公園 博物館

防災拠点、災害対応の強化が望まれる公的拠点

p.８

Ｈ29年度 Ｈ30年度
Ｈ31年度

予算政府案

31.9 14.3 11.8

http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56


公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業（国庫補助事業）
○ 活用可能な地方債（国庫補助に伴う地方負担分）

・ 過疎市町村・・・ 過疎対策事業債 （充当率１００％、交付税算入率７０％）

・ 辺地を有する市町村・・・ 辺地対策事業債 （充当率１００％、交付税算入率８０％）

・ その他の市町村・・・ 一般補助施設整備等事業債 （充当率７５％、交付税算入なし）

・ 都道府県・・・ 公共事業等債 （充当率９０％、交付税算入率２０％）

普通地方公共団体の負担イメージ

・ 補助率１／２の場合 ・ 補助率２／３の場合

国庫補助率１／２ 都道府県・市町村負担率１／２ 国庫補助率２／３ 市町村負担率１／３

地方債 地方債

※ 第三セクターは１／２の国庫補助のみ

緊急防災・減災事業債（地方単独事業）

○ 指定避難所における避難者の生活環境の改善のために実施する施設整備事業
（Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備を含む）

地方公共団体の負担イメージ

過疎債・辺地債等 過疎債・辺地債等国庫補助 国庫補助

Wi-Fi環境の整備に関する地方債

（交付税算入率７０％）

緊急防災・減災事業債 充当率１００％

p.９


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11

